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平成 20 年３月 13 日 

各  位 

 

 

規約変更、役員選任及び会計監査人選任に関するお知らせ 
 

プレミア投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、平成 20 年１月 16 日付日本経済新聞にて公告のとおり、平成 20 年

４月 18 日に第４回投資主総会を開催する予定ですが、本日開催の本投資法人役員会において、第４回投資主総会への規約

変更、役員選任及び会計監査人選任議案の付議に関し、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、下記事項は、第４回投資主総会での承認可決をもって有効となります。 

 

記 

１． 規約変更の主な内容と理由 

① （第３条、第４条、第６条、第７条、第 13 条、第 15 条、第 16 条、第 17 条、第 20 条、第 21 条、第 22 条、第 23 条、     

第 25 条、別紙資産運用の対象及び方針、別紙資産評価の方法及び基準関係） 

会社法（平成17年法律第86号、その後の改正も含みます。）が平成18年５月１日に施行されたこと、投資信託及び 

投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正も含みます。以下「投信法」といいます。）が改正された

こと及び証券取引法(現金融商品取引法、昭和23年法律第25号、その後の改正を含みます。以下「金融商品取引法」と

いいます。）が改正されたことに伴い、現行規約と関係法令の字句等の統一を図るため、所要の変更をするものであります。 

② （第 14 条関係） 

金融商品取引法施行に伴い、短期投資法人債の発行が可能となったことから、本投資法人が必要とする場合に短期

投資法人債発行により資金を機動的かつ効率的に調達することを可能にするため、所要の変更をするものであります。

また、税務上の導管性要件を充足するための借入先の条件が変更されたために所要の変更をするものであります。 

③ （第 15 条関係） 

資産運用報酬のうち運用報酬1について、支払方法を変更することに伴い、所要の変更をするものであります。 

④ （第 20 条関係） 

投資主による書面又は電磁的方法による議決権行使に関する手続を明確にするため、変更案第20条第６項及び 

第７項を追加するものであります。 

⑤ （第 27 条関係） 

本規約が平成20年４月18日に改訂され、平成20年５月１日付で効力を生じる旨を規定するものであります。 

⑥ （規約別紙「資産運用の対象及び方針 Ⅱ．資産運用の対象とする資産の種類、目的及び範囲等（１）投資対象関係」） 

金融商品取引法の施行に伴い、不動産信託の受益権が有価証券又はみなし有価証券とされることとなったこと等、

資産の定義に重複等が生じることとなったため、資産運用の対象及び方針 Ⅱ．資産運用の対象とする資産の種類、 

目的及び範囲等に所要の変更を行うものであります。また、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律   

第117号。その後の改正を含みます。）に基づく算定割当量に対する投資を可能にするため、特定資産以外の資産に

算定割当量を追加するものであります。 

⑦ （規約別紙「資産運用の対象及び方針 Ⅱ．資産運用の対象とする資産の種類、目的及び範囲等（２）投資態度 ④関係」） 

税制改正に伴い、投資法人による特定目的会社の優先出資証券の取得保有に係る特例の要件の適用期間が終了し、

当該特例の適用が受けられなくなったことから、資産運用の対象及び方針 Ⅱ．資産運用の対象とする資産の種類、 

目的及び範囲等(２)投資態度 ④の規定を削除するものであります。 

⑧ （規約別紙「資産運用の対象及び方針 Ⅳ．組入資産の貸付けの目的及び範囲」関係） 

本投資法人の運用資産に属する不動産以外の資産の貸付けをすることを可能にするため、資産運用の対象及び 

方針 Ⅳ．組入資産の貸付けの目的及び範囲（3）の規定を削除し、かつ、本投資法人が将来的にマスターリース会社 

として不動産を賃貸することを可能にするため、所要の変更を行うものであります。 

⑨ （規約別紙「資産評価の方法及び基準 Ⅲ. 資産評価の方法及び基準 関係」） 

金融商品取引法の施行に伴い、不動産信託の受益権が有価証券又はみなし有価証券とされることとなったため、 

字句の変更等所要の変更を行うものであります。 

 

 

不動産投資信託証券発行者名 

東京都港区西麻布一丁目２番７号 

プレミア投資法人 

代表者名 執行役員  松  澤   宏

（コード番号 8956）

資産運用会社名 

プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社 

代表者名 代表取締役社長  安 武 文 宏

問合せ先 取締役 

業務運営本部長 

兼 総務部長 

 

鈴 木 文 夫

（TEL：03-5772-8551）



 

 ２

⑩ （その他） 

上記変更以外の変更につきましては、上記の変更により規約の条項号の番号が不整合となった部分について整理し、

それに応じて条項号の番号を改めるとともに、条文の整備を行うもの、又は法令の改正により規約上に記載された法令の

条数が変更する度に規約の変更を余儀なくされることを回避するために法令の具体的な条数の記載を削除するもの、

その他規約を簡素化し字句等の修正をするものであります。 

 

（規約変更に関する詳細につきましては、添付資料 「第４回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

２． 役員選任について 

執行役員松澤宏並びに監督役員飯沼春樹及び玉澤健兒は、平成 20 年５月１日をもって任期満了となりますので、第４回

投資主総会に、執行役員１名（松澤宏）及び監督役員２名（飯沼春樹及び玉澤健兒）の選任について議案を提出いたします。 

また、執行役員及び監督役員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠執行役員１名及び補欠監督役員  

１名の選任について議案を提出いたします。 

 

（役員選任に関する詳細につきましては、添付資料 「第４回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

３． 会計監査人選任について 

中央青山監査法人が平成 18 年８月 31 日をもって本投資法人の会計監査人を辞任したことに伴い、本投資法人は、投資

信託及び投資法人に関する法律第 108 条第３項に基づき、平成 18 年８月 29 日に役員会決議において、あらた監査法人を

一時会計監査人の職務を行うべき者として選任し、現在に至っております。つきましては、あらた監査法人を本投資法人の 

会計監査人として選任するため第４回投資主総会に、会計監査人の選任について議案を提出いたします。 

 

（会計監査人選任に関する詳細につきましては、添付資料 「第４回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

４． 日程 

平成 20 年３月 13 日 第４回投資主総会提出議案の本投資法人役員会での承認 

平成 20 年４ 月 ２ 日 第４回投資主総会招集ご通知発送（予定） 

平成 20 年４月 18 日 第４回投資主総会開催（予定） 

以上 

 

【添付資料】 

第４回投資主総会招集ご通知 

 

 

※ 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

※ 本投資法人のホームページアドレス  http://www.pic-reit.co.jp 






























































